
 

 

平成１７年度当初予算 施策別概要 
 
 

                   55501 公共事業の適正な執行・管理の支援 

                             （県土整備部） 

                   55502  競争性・透明性の高い公共事業の発注プロセ 

                       スの確立            （県土整備部） 

  （主担当部局：県土整備部）    55503  公共事業の執行プロセスにおける情報化の推 

                       進                （県土整備部） 

                   55504  計画に基づく公共事業用地の適正な確保 

（県土整備部） 

＜施策の目的＞ 

 （対象）県民が 

 （意図）公共事業への信頼感を向上させている 

 

＜施策の数値目標＞ 

目 標 項 目  Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 

目  標  値 － ７１ ７４ ８１ 公共事業の透明化率

（％） 実績(見込み)値 ６４ ７１   

※ 公共事業の透明化率＝（事業評価実施率＋競争性・透明性の高い入札方式実施率）×１／２ 

 
＜平成１７年度に残っている課題＞ 
① 公共事業に対する県民の信頼性を更に向上させるには、公共事業評価システムにおいて、事
業間の優先順位判断を適正に行うための統一指標による重点化評価と、環境面の便益評価手法
の導入が必要です。そして、公共事業プロセスマネジメントシステムについては、平成１４年
度からの３ヶ年で基本システムの構築を完成し、平成 16 年度に一部事業で試行しましたが、
更に全事業へ適用しＩＴ化との連携を推進していく必要があります。 
② 技術力と経営力に優れ、地域に貢献する業者が受注を通じて成長できる環境を整えるため、
入札契約制度の改善、不良・不適格業者の排除、地域の建設業の育成等に取り組む必要があり
ます。 
③ 公共事業のコスト削減と公共施設の品質確保・向上をはかるために、公共事業の各段階で発
生する各種情報を電子化し、インターネットを活用して情報交換・共有・連携していくＣＡＬ
Ｓ/ＥＣの取組を更に進めることとしているため、受注企業・発注機関職員への普及啓発と、電
子化された情報を有効に活用するための情報基盤を整備していく必要があります。 
④ 事業用地の計画的確保を図るため用地提供者の理解と協力を得るとともに、土地収用法の適
用も視野に入れた用地取得に取り組みましたが更に推進する必要があります。また、公共土木
施設の適正な財産管理に資するため、未登記土地の解消に努める必要があります。 
 
＜平成１７年度の施策の取組方向＞ 
① 公共事業評価システム(事業前・事業中・事業後)の充実強化をはかり、客観性、透明性を確
保し、信頼性の向上をはかります。社会資本整備のプロセスにおいて、的確なマネジメントを
行うための公共事業プロセスマネジメントシステムの試行導入と機能向上に取り組み、公共事
業情報統合データベースシステムとの連携により、事業執行プロセスの円滑化を更にめざしま
す。 
② 価格競争だけでなく技術力や地域の視点を重視する入札制度の適切な運用など、引き続き入  

５５５ 基盤整備を進めるための 
    公共事業の適正な運営と 
    円滑な推進 
 



 

 

 札契約制度の改善を推進します。また、経営事項審査での厳正な審査や立入調査等により、不 
 良・不適格業者の排除等をはかります。 
③ ＣＡＬＳ/ＥＣ（公共事業のＩＴ化）については、電子入札の全面本運用、電子納品の適用拡
大に努めます。また、平成元年度より運用している「公共工事進行管理システム」について、
他システムとの連携等機能を強化させた「新公共工事進行管理システム」、ならびに電子化さ
れた情報を有効に活用するための「公共事業情報統合データベース」を構築し本運用させてい
きます。 
④ 用地提供者の理解と協力を得るための情報提供と十分な説明を行い事業用地の取得を推進
します。ならびに土地収用法など専門性を有する用地取得手法を有効的に活用しながら計画的
な事業用地確保を図ります。また、平成１４年度から取り組みを強化している未登記対策につ
いて、引き続き計画的な未登記の解消に努めます。 
 
＜主な事業＞ 
① 公共事業プロセスマネジメントシステム構築費 

【基本事業名：55501 公共事業の適正な執行・管理の支援】 
  当初予算額：⑯ ２２，０３８千円 → ⑰ ９，６１６千円 
  事業概要：事業計画～維持管理に至る各プロセスを体系化し、適切なコスト、品質、リスク、

時間の管理を行うプロセスマネジメントシステムの導入を進めます。 
② 建設業指導監督費 

【基本事業名：55502 競争性・透明性の高い公共事業の発注プロセスの確立】 
  当初予算額：⑯ ６４，９１０千円 → ⑰ ６７，９４７千円 
  事業概要：建設業の許可や経営事項審査による業者の総合的な評価等、建設業法の適正な施

行等を図ります。 

③ 公共工事進行管理システム事業費 
【基本事業名：55503 公共事業の執行プロセスにおける情報化の推進】 

当初予算額：⑯ ４２２，７９１千円 → ⑰ ２７９，３５５千円 
事業概要：公共事業執行事務の省力化・迅速化を図るために平成元年に構築された「公共工

事進行管理システム」について、１人１台パソコンでの動作を可能とするととも
に、他システム連携機能強化と、ユーザーが自由に調査統計資料を作成できるな
ど機能の拡充を図ります。 

④ 公共用地取得対策費【基本事業名：55504  計画に基づく公共事業用地の適正な確保】 
当初予算額：⑯ ５１３，０００千円 → ⑰ ４４７，６１０千円 
  事業概要：用地取得専門機関である三重県土地開発公社に対して各建設部の用地取得業務を

委託することにより、円滑な事業用地の取得を推進します。 
⑤ 未登記対策推進事業費【基本事業名：55504  計画に基づく公共事業用地の適正な確保】 
当初予算額：⑯ ７１，９８６千円 → ⑰ ５０，３９２千円 
  事業概要：未登記土地１筆ごとに作成した「未登記土地調査表（カルテ）」を活用し、未登

記処理に取り組みます。 


